
各委員会における講演内容の一覧（2024年4月～2025年3月）

年月日 講演テーマ 講師名 所属・役職（敬称略）

国際通商投資委員会
2024年5月21日 我が国の投資協定の現状と投資環境整備の取組み 荒井優 経済産業省 通商政策局 経済連携課 課⾧補佐

2024年7月25日 経済産業省の対中南米通商政策 中山保宏 経済産業省 通商政策局中南米室 室⾧

2024年10月21日 日本企業におけるサプライチェーン強靭化～国際生産分業体制の再

編における課題と対応～
若松勇 日本貿易振興機構 アジア経済研究所 研究企画部上席主任研究員

2024年12月4日 新政権下における米国の政治経済情勢等の見通し 藤井亮輔 経済産業省 通商政策局 米州課⾧

2025年1月29日 中国の政治経済情勢および産業・通商政策等 福永佳史 経済産業省 通商政策局 北東アジア課 課⾧

知的財産権問題専門委員会
2024年10月1日 インド知的財産概況 渡部博樹 前JETROニューデリー事務所 知的財産権部⾧

2025年2月25日 ASEANにおけるビジネスにおいて、知財をいかに活用するか 黒瀬雅志 黒瀬IPマネジメント 代表・弁理士

2025年3月19日 海外情報開示要求への対応 林いづみ 桜坂法律事務所 パートナー

国際税務研究会
2024年5月17日 BEPS2.0等国際税務の最新事情に関する解説 山川博樹 デロイト トーマツ税理士法人 パートナー

2024年6月27日 外国子会社合算税制に関する最近の裁判例を踏まえた税務実務上の

対応について
遠藤努 ⾧島・大野・常松法律事務所　パートナー弁護士

2024年9月10日 令和7年度経済産業省税制改正要望（国際課税部分）について 藤岡新 経済産業省 経済産業政策局 投資促進課⾧補佐

2024年11月7日 インド税制の最新動向 ﾊﾟﾜﾝｸﾏｰﾙ･ｸﾙｶﾙﾆ デロイト トーマツ税理士法人

〃 〃 庄子雄基 デロイト トーマツ税理士法人

〃 〃 太田聖児 デロイト インド

〃 〃 山崎靖彦 デロイト インド

2024年12月17日 米国税務アップデート 秦正彦 EY税理士法人 シニア・テクニカル・アドバイザー

〃 〃 野本誠 EY米国  パートナー

2024年2月27日 令和7年度経済産業関係税制改正について（国際課税） 藤岡新 経済産業省 経済産業政策局 投資促進課⾧補佐

〃 研究論文「デジタルプラットフォームと消費課税」に関する概要 渡辺智之 一橋大学名誉教授／敬愛大学教授 日本機械輸出組合 国際税務研究会主査

エマージング市場委員会
2024年7月17日 デジタルスマートシティの潮流 望月康則 国際社会経済研究所 エグゼクティブチーフフェロー

貿易投資円滑化ビジネス協議会
2024年11月5日 WTOを含む多国間・地域間通商問題の最新状況 田村英康 経済産業省 通商政策局国際経済部参事官（総括）

〃 インドネシア課題と取り組みのご紹介

～2024年5月インドネシア訪問時の調査結果～
簡野正明 日本製薬工業協会 国際委員会アジア部会 インドネシアチームリーダー

グローバル環境対策委員会 環境政策動向専門委員会
2024年9月27日 気候変動への対応の国際動向について 前田洋志 経済産業省イノベーション・環境局　地球環境対策室⾧

2024年10月31日 ウラノス・エコシステムで実現する産業横断のトレーサビリティ 藤原輝嘉 一般社団法人 自動車・蓄電池トレーサビリティ推進センター 代表理事

2025年2月7日 成⾧志向型の資源自律経済の確立に向けた取組 田中将吾 経済産業省 イノベーション･環境局GXグループ課⾧

2025年3月4日 EUサプライチェーン規制の最新状況および日本企業に求められる対

応 -ESPR，DPP等を中心に
市川芳明 （一社）サステナブルビジネス研究所 代表理事

多摩大学ルール形成戦略研究所 客員教授
環境問題関西委員会
2024年7月26日 国内外のLCA（ライフサイクルアセスメント）の動向 中野 勝行 立命館大学 政策科学部 准教授

2025年1月17日 PFAS規制化の最新動向 小松聡 日本フルオロケミカルプロダクト協議会（FCJ)事務局代表

2025年3月17日 PFAS等、成形品に関する主要な化学物質規制の動向について 菅谷隆夫 みずほリサーチ＆テクノロジーズ株式会社

サステナビリティコンサルティング第2部 上席主任コンサルタント
基準認証委員会
2024年4月19日 ｢ｻｲﾊﾞｰｾｷｭﾘﾃｨの最新動向及びAIの各国規制と標準化動向｣について 萬代吉紀 (一財)日本品質保証機構 総合製品安全部門 計画室 室⾧

〃 〃 福井秀典 (一財)日本品質保証機構 総合製品安全部門 計画室 副参事

〃 〃 大塚玲朗 (一財)日本品質保証機構 総合製品安全部門 計画室 事業開発グループ 主幹

2024年5月31日 ｢最近の標準化政策｣について 山口美弥 経済産業省 産業技術環境局　基準認証政策課課⾧補佐

〃 ｢オーディオ･ビデオ､情報及び通信技術機器の安全性の規格｣について 近藤孝彦 (一財)電気安全環境研究所 電気製品安全センター

2024年7月26日 ｢設計現場の課題の再確認｣について

－最近の機械製造者からの質問を受けて－
谷 哲郎 ㈱コスモス・コーポレイション　産業機械課　課⾧

2024年9月20日 ｢EUの機械規則と機能安全｣について 西村英生 VDEグローバルサービスジャパン㈱　代表取締役社⾧

〃 〃 中川潤一 VDEグローバルサービスジャパン㈱　試験・認証部

〃 〃 Mr. Ralf Schwab VDEグローバルサービスジャパン㈱　試験・認証部

〃 ｢IECEE/CMC(認証管理委員会)スロベニア会議開催結果」について 梶屋俊幸 一般社団法人 セーフティーグローバル推進機構 理事

〔IEC/IECEE認証管理委員会（CMC）副議⾧〕
2024年11月15日 ｢情報技術に関する委員会JTC1の概要と標準化の推進」について 河合和哉 一般社団法人　情報処理学会　情報規格調査会委員⾧

2024年12月20日 EUサイバーレジエンスアクトの最新動向 村橋温子 SGSジャパン㈱ コンシューマー＆リテールサービスC&P Connectivity

〃 〃 川崎寿之 SGSジャパン㈱ コンシューマー＆リテールサービスC&P Connectivity

2025年2月13日
EUのサイバーセキュリティアクトを見据えたSBOM（ソフトウェア

部品表）への対応について

細見 格 日本電気㈱ サイバーセキュリティ戦略統括部プロフェッショナル

〃 〃 田中みどり 日本電気㈱ エンタープライズコンサルティング統括部

SDXグループ シニアコンサルタント

〃 〃 杢田 竜太 PLMグループ ディレクター/PLMグループ⾧

2025年3月25日 EU機械規則の最新動向について 五十嵐和浩 テュフラインランドジャパン㈱ 製品事業部 太陽光発電・産業機械部

〃 〃 石井智政 テュフラインランドジャパン㈱ 製品事業部 太陽光発電・産業機械部



各委員会における講演内容の一覧（2024年4月～2025年3月）

年月日 講演テーマ 講師名 所属・役職（敬称略）

海外PL委員会
2024年7月8日 中国におけるPL訴訟対応について 楊 紅衛 北京市康達律師事務所 シニアパートナー  弁護士

2024年10月30日 ｢リスクアセスメントとPL｣について 松本浩二 製品安全コンサルタント（元R-Map実践研究会 統括主査、元（独）製品評

価技術基盤機構 技術顧問）
2024年12月17日 米国及びEUの最新動向 鶴田彬 MS&ADインターリスク総研㈱ リスクアセスメント第三部

危機管理･コンプライアンスグループ  上席コンサルタント
〃 〃 戸田一那 MS&ADインターリスク総研㈱ リスクマネジメント第三部

危機管理･コンプライアンスグループ　主任コンサルタント
2025年2月7日 AI関係の海外PL法などの規制対応 牧野和夫 芝綜合法律事務所 弁護士(日本国､米国ミシガン州､米連邦最高裁)弁理士

2025年3月17日 PL法と国際安全規格について 佐藤国仁 (有)佐藤R&D 代表取締役  技術士：機械部門、総合技術管理部門

〃 〃 山下直樹 (有)佐藤R&D 代表取締役  技術士：建設部門

〃 米国及びEUの最新PL動向(委託調査最終報告)について 鶴田彬 MS&ADインターリスク総研㈱ リスクアセスメント第三部

危機管理･コンプライアンスグループ  上席コンサルタント
〃 〃 戸田 一那 MS&ADインターリスク総研㈱ リスクマネジメント第三部

危機管理･コンプライアンスグループ　主任コンサルタント
安全保障貿易管理委員会
2024年6月7日 安全保障貿易管理政策の最新動向について ⾧谷部翔大 経済産業省 貿易経済協力局 貿易管理部 安全保障貿易管理政策課 課⾧補佐

2024年8月27日 2024年9月8日施行省令等改正の説明 経済産業省 貿易経済安全保障局 貿易管理部 安全保障貿易管理課／総務課

〃 輸出管理部門への監査について 上田広之 三菱電機（株）

2025年2月28日
外為法関連の制度改正について

産構審安保小委を踏まえた補完的輸出規制の見直しについて
経済産業省　安全保障貿易管理課

〃 2025年1月31日公表政省令等改正ﾊﾟﾌﾞﾘｯｸｺﾒﾝﾄ(重要・新興品目等） JMC事務局

中部・関西輸出管理委員会
2024年10月24日 経済安全保障の確保に向けて 近畿公安調査局

2025年1月22日 最近の違反事例の紹介 神戸／大阪税関

〃 技術移転・獲得活動の形態について 東京税関

プラント輸出総合対策委員会
2024年6月28日 2030年を見据えた新戦略骨子について 黒須利彦 内閣官房　副⾧官補室　内閣参事官

2024年11月11日 台湾情勢と中台関係の現状 松田康弘 東京大学 東洋文化研究所 教授

2024年11月22日 2025年ユーラシア・中東情勢の展望 福富満久 一橋大学大学院 社会学研究科・社会学部 教授

2025年12月10日 国際協力銀行の最近の取組 小松正直 ㈱国際協力銀行　経営企画部　部⾧

〃 2025年国際政治経済見通し 川上直 ㈱国際協力銀行　調査部　部⾧

2025年1月15日 インフラシステム海外展開戦略2030 黒須利彦 内閣官房副⾧官補室内閣参事官

〃 〃 西潟暢央 内閣官房副⾧官補室内閣参事官

海外再生可能・新エネルギー・環境ビジネス検討委員会
2024年7月17日 デジタルスマートシティの潮流 望月康則 国際社会経済研究所 エグゼクティブチーフフェロー

水インフラ国際展開タスクフォース
2024年11月15日 有機フッ素化合物(PFAS)の汚染実態と除去・分解技術 山村寛 中央大学 理工学部 人間総合理工学科 教授

2025年3月26日 各省庁の海外水インフラに関する来年度取組み方針等 内閣官房 副⾧官補付（経協インフラ担当）

 国土交通省 上下水道 国際室、環境省 環境管理課

および浄化槽推進室経済産業省 貿易振興課および経済連携課


